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定住自立圏形成協定変更協定書 

 

延岡市(以下「甲」という。)と高千穂町(以下「乙」という。)は、平成22年

１月７日に締結した定住自立圏形成協定の一部を次のとおり変更する。 

 

１ 別表第１から別表第３までを次のように改める。 

 

別表第１（第３条第１号関係） 

① 医療 

圏域医療体制

の充実 

取組の内容 

 圏域の医療体制の維持・充実を図るため、圏域

の二次・三次医療を担う拠点病院である宮崎県立

延岡病院と地域医療機関との機能分担による地域

医療連携体制の構築や、医師等の地域の医療資源

の確保・充実に向けた取組を行う。 

甲の役割 

⑴乙と共同し、宮崎県立延岡病院と地域医療機関

の機能分担による地域完結型医療の構築を進める

取組を支援するとともに、支援の調整を図る。  

⑵乙と共同し、適正受診の啓発や医療情報の提供

のための取組を行うとともに、取組の調整を図る。 

⑶乙と共同し、医師等の確保に向けた取組を行う

とともに、取組の調整を図る。 

⑷地域医療の集積地である甲の区域において、既

存医療機関の機能強化及び医療機関の新規開業等

について支援を行う。 

乙の役割 

⑴甲と共同し、宮崎県立延岡病院と地域医療機関

の機能分担による地域完結型医療の構築を進める

取組を支援する。  

⑵甲と共同し、適正受診の啓発や医療情報の提供

のための取組を行う。 

⑶甲と共同し、医師等の確保に向けた取組を行う。 

初期救急医療

体制の確立 取組の内容 

 初期救急医療体制を確立するため、延岡市夜間

急病センターの整備及び充実を図るとともに、小

児患者の適正受診を促すための取組を行う。 



甲の役割 

⑴延岡市夜間急病センターを管理し、及び運営す

るとともに、必要な経費を負担する。 

⑵乙と共同し、小児患者の適正受診を促すための

取組を行うとともに、取組の調整を図る。 

乙の役割 

⑴乙の区域の住民が延岡市夜間急病センターの小

児科を利用するにあたり、受益に応じた経費を負

担する。 

⑵甲と共同し、小児患者の適正受診を促すための

取組を行う。 

救急医療の高

度化のための

デジタル技術

や新たな救急

モビリティの

活用 
取組の内容 

 宮崎県北部地域は、高度医療の拠点である宮崎

大学医学部附属病院から遠いため、出動要請から

15分以内に医師による治療開始を目標とするドク

ターヘリの運用「15分ルール」において、その15

分圏内に入っておらず、救命救急医療の対応力強

化が長年の課題となっている。 

新たなデジタル技術の活用や救急モビリティと

して期待されている「空飛ぶクルマ」の活用によ

り、長年の課題解決を図り、救命率の向上を目指

す。 

甲の役割 

⑴救急車、ドクターカー及びドクターヘリ（救急

モビリティ）並びに医療機関との間での患者情報

の共有システムや救急モビリティの運行管理シス

テムを構築し、迅速で的確な医療措置及び最適な

搬送経路の選定による搬送時間の短縮などを図

る。 

⑵新たな、かつ、ドクターヘリよりも狭い場所で

離着陸が可能な救急モビリティとして期待されて

いる「空飛ぶクルマ」の医療・防災分野での活用

に向け、国や県、関係機関との検討を重ねるとと

もに、各種調査分析や離着陸場の選定などを基に

「空飛ぶクルマ運航計画」を策定し、令和９年度

以降の「空飛ぶクルマ」の救急医療及び防災分野

での実装を目指す。 



乙の役割 

甲と情報を共有し、県北市町村での連携体制を

構築することで、県北部地域全体が抱えている課

題の解決を目指す。 

 

② 福祉 

子ども・子育

て支援対策 
取組の内容 

圏域における定住化や子どもを安心して生み育

てる環境づくりを効果的に推進するため、子育て

支援施設などのネットワークを形成するととも

に、児童福祉施設の相互連携や活用を図る。 

甲の役割 

⑴子育て支援施設等の情報共有や子育て相談等の

実施について、乙と共同して研究し、行政間の相

互連携を図る。 

⑵甲の区域の住民の利便性の向上を図るため、乙

の区域の児童福祉施設を活用するとともに、活用

にあたっての調整を図る。 

乙の役割 

⑴子育て支援施設等の情報共有や子育て相談等の

実施について、甲と共同して研究し、行政間の相

互連携を図る。 

⑵乙の区域の住民の利便性の向上を図るため、甲

の区域の児童福祉施設を活用するとともに、活用

にあたっての調整を図る。 

障がい児・者

等の支援体制

の構築 

取組の内容 

障がい児・者に対する支援体制を構築するため、

圏域の支援体制の充実及び関係機関のネットワー

ク構築を推進する。 

甲の役割 

⑴乙と共同し、障がい児等の療育支援体制の充実

を図るための取組を進める。 

⑵障がい児・者の地域生活を支援する体制を整備

するため、乙と共同して関係機関との連携や支援

体制の推進を図るための研究や検討を進める。 

乙の役割 

⑴甲と共同し、障がい児等の療育支援体制の充実

を図るための取組を進める。 

⑵障がい児・者の地域生活を支援する体制を整備

するため、甲と共同して関係機関との連携や支援

体制の推進を図るための研究や検討を進める。 



権利擁護支援

体制の充実 
取組の内容 

圏域住民に対する権利擁護支援体制を構築する

ため、成年後見制度の利用促進、権利擁護支援の

ための地域連携ネットワーク構築その他の必要な

取組を行う。 

甲の役割 

乙と共同し、成年後見制度の利用促進を図るた

めの中核機関を設置し、運営するとともに、必要

な調整を図る。 

乙の役割 

甲と共同し、成年後見制度の利用促進を図るた

めの中核機関を設置し、運営するとともに、必要

な調整を図る。 

 

③ 教育 

大学との連携 

取組の内容 

大学の持つ専門知識や施設を活用し、生涯学習

の推進や人材育成、地域福祉の向上、地域振興を

図るための取組を行う。 

甲の役割 

⑴圏域住民を対象に、九州医療科学大学の教員に

よる、医療・福祉等に関する専門性の高い講座や

講演会を開催する。 

⑵乙と共同し、大学を活用した地域福祉の向上や

地域振興を促すための取組を行うとともに、取組

の調整を図る。 

⑶圏域の生徒の九州医療科学大学への進学を促進

する。 

乙の役割 

⑴乙の区域の住民を対象に、甲が実施する講座の

受講者や講演会の参加者の募集を行う。 

⑵甲と共同し、大学を活用した地域福祉の向上や

地域振興を促すための取組を行う。 

⑶甲の実施する九州医療科学大学への進学を促進

する取組の周知等に協力する。 

 

④ 産業振興 

鳥獣被害防止

対策の推進 取組の内容 

 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のた

め、甲及び乙が策定した被害防止計画に定めた鳥

獣被害防止対策を進める。 



甲の役割 

⑴効果的な有害鳥獣捕獲対策を確立するため、乙

と捕獲やその体制等について情報交換を行う。 

⑵乙と共同して鳥獣被害防止対策の研究を行い、

被害の軽減及び防止に取り組むとともに、取組の

調整を図る。 

乙の役割 

⑴効果的な有害鳥獣捕獲対策を確立するため、甲

と捕獲やその体制等について情報交換を行う。 

⑵甲と共同して鳥獣被害防止対策の研究を行い、

被害の軽減及び防止に取り組む。 

圏域観光の推

進 
取組の内容 

圏域の豊かな海浜環境、森林環境、文化、神話・

伝説等の観光資源を有効活用し、熊本県及び大分

県の自治体とも協力しながら、観光産業の振興を

図る。 

甲の役割 

愛宕山、日豊海岸、祖母傾国定公園等の自然を

活かした観光や、神話、食を活かした観光の振興

を図るなど、延岡市観光振興ビジョンの推進に取

り組みつつ、乙と共同し、また、宮崎県北部広域

行政事務組合、九州中央地域連携推進協議会等の

関係機関とも連携し、圏域の調整を図りながら、

圏域観光ルートの創設や情報発信に取り組む。 

乙の役割 

高千穂峡や高千穂神社、国見ヶ丘、天岩戸神社

等、乙の区域の観光資源の魅力を高めるとともに、

甲と共同し、また、宮崎県北部広域行政事務組合、

九州中央地域連携推進協議会等の関係機関とも連

携しながら、圏域観光ルートの創設や情報発信に

取り組む。 

 

⑤ 環境 

省エネ設備と

再エネ設備の

最大限の導入

による圏域全

体の脱炭素化

の実現 

取組の内容 

 圏域全体で省エネ設備や再エネ設備の最大限の

導入を図り、住民の脱炭素に対する意識や行動変

容につながる取組を実施し、2050年までの圏域全

体の脱炭素化を実現する。 

甲の役割 
脱炭素先行地域での知見やノウハウを甲の区域

全体に展開することで、省エネ設備や再エネ設備



の最大限の導入や住民の意識・行動変容につなが

る取組を実施し、乙と共同して圏域全体の脱炭素

化を実現する。 

乙の役割 

省エネ設備や地域資源を活用した再エネ設備の

最大限の導入を図り、住民の意識・行動変容につ

ながる取組を実施し、甲と共同して圏域全体の脱

炭素化を実現する。 

森林を活用し

た J-クレジッ

トによる産業

の脱炭素化の

推進 

取組の内容 

SDGｓの達成やカーボンニュートラルの実現に

向けて、森林を活用した J-クレジットの創出・販

売・活用の推進を図るとともに、産業の脱炭素化

への支援及び森林の公益的機能の維持・増進に繋

げる。 

甲の役割 

⑴乙と共同し、森林を活用したクレジットの創

出・販売・活用の仕組みづくりを検討し、クレジ

ットの活用について、地域への普及、啓発を図る。 

⑵産業におけるカーボンニュートラルの取組が社

会から求められる時代を見据え、産業の脱炭素化

を支援するため、乙と共同し、広域的なクレジッ

トの創出や活用に向けた協議、研究を行い、企業

から選ばれる地域を目指すとともに、取組の調整

を図る。 

乙の役割 

⑴甲と情報を共有し、森林を活用したクレジット

の創出・販売・活用の仕組みづくりを検討し、ク

レジットの活用について、地域への普及、啓発を

図る。 

⑵産業におけるカーボンニュートラルの取組が社

会から求められる時代を見据え、産業の脱炭素化

を支援するため、甲と共同し、広域的なクレジッ

トの創出や活用に向けた協議、研究を行い、企業

から選ばれる地域を目指す。 

森林保全の推

進 取組の内容 

森林機能の維持、増進や生物多様性の回復・維

持、森林再生を促進するため、住民や企業、団体

等が行う森林づくり活動を支援する。 

甲の役割 ⑴住民参加型の森林づくりの推進に向けて乙と協



議し、森林の持つ公益的機能の維持、増進を図る。 

⑵乙と情報を共有し、管理が困難なため放置され

た人工林や植栽未済地を自然林や里山に戻すこと

などの視点で、森林づくりの取組について研究を

行うとともに、森林保全の推進を図る。 

乙の役割 

⑴住民参加型の森林づくりの推進に向けて甲と情

報を共有し、森林の持つ公益的機能の維持、増進

を図る。 

⑵甲と情報を共有し、管理が困難なため放置され

た人工林や植栽未済地を自然林や里山に戻すこと

などの視点で、森林づくりの取組について研究を

行うとともに、森林保全の推進を図る。 

廃棄物の適正

処理 
取組の内容 

環境への負荷を軽減し、循環型社会の形成を目

指すため、ごみ減量やリサイクルを推進し、及び

延岡市清掃工場において廃棄物の適正処理に取り

組む。 

甲の役割 

⑴一般廃棄物焼却施設である延岡市清掃工場の安

定的な操業を行い、乙の一般廃棄物を適正に処理

する。 

⑵延岡市清掃工場建設に際し、周辺地区と締結し

た「建て替えに関する協定」及び「環境保全協定」

の協定内容を履行する。 

⑶乙と共同し、ごみ減量やリサイクルの推進等の

施策に取り組むとともに、取組の調整を図る。 

乙の役割 

⑴延岡市清掃工場での一般廃棄物の処理に係る経

費について応分の負担をする。 

⑵延岡市清掃工場建設に際し、甲の周辺地区と締

結した各協定の履行に係る経費について応分の負

担をする。 

⑶甲と共同し、ごみ減量やリサイクルの推進等の

施策に取り組む。 

 

⑥ 防災 

消防相互応援 取組の内容 圏域において、大規模又は特殊な災害が発生し、



体制の整備 市町村等単独では対応できない場合において、甲

及び乙相互の消防力を活用して災害に対処する。

平時においては、相互の訓練施設や防災研修セン

ター等を活用し、地域防災力の向上を図る。また、

甲乙は連携し、更なるドクターカー運用体制の構

築に協力する。 

甲の役割 

⑴乙の長から応援出動の要請があった場合、その

施設及び人員を活用して、住民の生命、身体及び

財産を火災から保護するとともに、水火災又は地

震等の災害を防除し、及びこれらの災害による被

害の軽減を図る。 

⑵乙の地域防災力の向上を図るため、乙が甲の訓

練施設や防災研修センター等を利用することがで

きるよう調整を図る。 

乙の役割 

⑴甲の長から応援出動の要請があった場合、その

施設及び人員を活用して、住民の生命、身体及び

財産を火災から保護するとともに、水火災又は地

震等の災害を防除し、及びこれらの災害による被

害の軽減を図る。 

⑵甲の訓練施設や防災研修センター等を利用し、

地域防災力の向上を図る。 

大規模災害時

の相互応援体

制の整備 取組の内容 

災害対策基本法第67条第１項の規定に基づき、

それぞれの地域において大規模な災害が発生し、

被災した自治体独自では十分な被災者支援及び応

急措置が実施できない場合、円滑に市町村間相互

の応援を行う。 

甲の役割 

乙と共同し、食料品、飲料水及び生活必需品の

提供、避難施設及び収容施設並びに住宅の提供、

医療及び防疫に必要な資機材並びに物資の提供な

どを行う。 

乙の役割 

甲と共同し、食料品、飲料水及び生活必需品の

提供、避難施設及び収容施設並びに住宅の提供、

医療及び防疫に必要な資機材並びに物資の提供な

どを行う。 



 

別表第２（第３条第２号関係） 

① 地域公共交通 

中心市街地の

活性化 
取組の内容 

ＪＲ延岡駅周辺を中心に公共交通の結節点とし

ての充実を図り、周辺の賑わいの創出に取り組む。 

甲の役割 

甲の中心市街地のＪＲ延岡駅に繋がる国道218

号を幹線とするバス路線の維持及び利用促進につ

いて、乙と共同して取り組むとともに、取組の調

整を図る。 

乙の役割 

甲の中心市街地のＪＲ延岡駅に繋がる国道218

号を幹線とするバス路線の維持及び利用促進につ

いて、甲と共同して取り組む。 

 

② デジタル・ディバイドの解消へ向けたインフラ整備 

地域情報ネッ

トワークの構

築 

取組の内容 

圏域内のデジタル・ディバイド（情報格差）を

是正することで、地理的な格差を克服し、産業振

興や若者の定住人口の増大を促すため、圏域でケ

ーブルテレビ網、光ケーブル網等を共用し、各自

治体の行政情報や防災情報の共有を図るととも

に、地上デジタル放送への対応、多チャンネルサ

ービス、インターネットサービス、ＩＰ電話サー

ビス等を提供できる環境を構築する。また、ケー

ブルテレビ事業者は技術的なアドバイスを行う。 

甲の役割 

乙と共有することができる行政、防災等の情報

データ放送配信システムの構築について共同で研

究するとともに、研究にあたっての調整を図る。 

乙の役割 

甲と共有することができる行政、防災等の情報

データ放送配信システムの構築について共同で研

究する。 

デジタル技術

を活用した遠

隔医療、遠隔

教育等システ

ム構築の研究 

取組の内容 

圏域内のケーブルテレビ網や光ケーブル網を活

用した遠隔医療や遠隔教育等のシステム構築に向

けた研究を行う。また、ケーブルテレビ事業者は

技術的なアドバイスを行う。 

甲の役割  乙と共有することができるシステムの構築につ



いて共同で研究するとともに、研究にあたっての

調整を図る。 

乙の役割 
甲と共有することができるシステムの構築につ

いて共同で研究する。 

マイナンバー

を活用した行

政手続きのオ

ンライン申請

等の推進 

取組の内容 

マイナンバーを活用した行政手続きのオンライ

ン申請等を推進することにより、住民サービスの

向上を図る。 

甲の役割 
マイナンバーを活用した行政手続きのオンライ

ン申請等の推進に向けた圏域の調整を図る。 

乙の役割 

甲と連携しながら、マイナンバーを活用した行

政手続きのオンライン申請等の推進に向け、乙の

組織内の調整を図る。 

 

③ 道路等の交通インフラの整備 

交通ネットワ

ークの整備充

実 
取組の内容 

交流人口の増大や企業誘致の推進並びに救急患

者の搬送路及び災害時の迂回路の確保を図り、圏

域経済の活性化や安心して暮らせる地域の創造を

推進するため、東九州自動車道、九州中央自動車

道及び圏域の幹線道路の整備促進や生活道路の整

備推進を図る。 

甲の役割 

⑴東九州自動車道及び九州中央自動車道の早期整

備を図るため、建設促進決起大会の実施等の取組

について調整を図り、乙と共同してこれを実施す

る。 

⑵国道10号、国道218号、国道388号、主要地方道

北方北郷線、主要地方道北方土々呂線、一般県道

古江丸市尾線、一般県道八重原延岡線及び一般県

道土々呂日向線等の整備を促進する。 

乙の役割 

⑴東九州自動車道及び九州中央自動車道の早期整

備を図るため、甲と共同し、建設促進決起大会の

実施等に取り組む。 

⑵国道218号、国道325号、一般県道岩戸延岡線及

び一般県道北方高千穂線等の整備を促進するとと

もに乙の町道の整備に取り組む。 



 

④ 地域内外の住民との交流・移住促進 

地域の資源を

活かした圏域

内の交流 

取組の内容 
圏域の歴史、文化、伝統芸能等の地域資源を活

用した交流を促進する。 

甲の役割 

 乙と共同して、圏域内に伝承する神楽をはじめ、

伝統芸能を中心としたイベント等の開催など、交

流人口の増大を図るための取組を支援するととも

に、取組の調整を図る。 

乙の役割 

 甲と共同して、圏域内に伝承する神楽をはじめ、

伝統芸能を中心としたイベント等の開催など、交

流人口の増大を図るための取組を支援する。 

 

別表第３（第３条第３号関係） 

① 宣言中心市等における人材育成 

地域の資源を

活かした人材

育成 
取組の内容 

圏域の歴史、文化、伝統、自然、産業、公共施

設及び人材等の地域資源を活用し、圏域の将来を

担う青少年の健全育成や地域のまちづくりリーダ

ーの養成等に取り組む。 

甲の役割 

圏域内住民の生涯学習の推進を図るため、乙と

共同して、公共施設の活用や講師の派遣等をはじ

め、講演会や学習会等の生涯学習の場の提供を行

うとともに、取組の調整を図る。 

乙の役割 

圏域内住民の生涯学習の推進を図るため、甲と

共同して、公共施設の活用や講師の派遣等をはじ

め、講演会や学習会等の生涯学習の場の提供を行

う。 

 

② 宣言中心市等における外部からの行政及び民間人材の確保 

デジタル技術

や基盤を活用

した生活機能

の強化に係る

検討 

取組の内容 

デジタル技術や光ケーブル網等の通信基盤を医

療、教育及び産業等様々な分野において最大限に

活用し、定住のための機能確保や地域の活性化を

図る方法を検討する。また、デジタル専門人材や

ケーブルテレビ事業者は技術的なアドバイスを行

う。 



甲の役割 

⑴乙と共同して、デジタル基盤を活用した事業の

あり方について検討を行うとともに、検討にあた

っての調整を図る。 

⑵⑴の取組を推進するため、甲及び乙が必要と認

める圏域外の専門家の招へい等を行う。 

⑶乙の行う情報リテラシー向上のための講座等を

支援する。 

乙の役割 

⑴甲と共同して、デジタル基盤を活用した事業の

あり方について検討する。 

⑵⑴の取組を推進するため、甲の行う専門家の招

へい等に協力する。 

⑶甲の行う情報リテラシー向上のための講座等に

協力する。 

 

③ 圏域内市町村の職員等の交流 

行政職員の人

材育成 取組の内容 

圏域の活性化や住民サービスの向上を図るた

め、行政職員の業務遂行能力の育成のための研修

を行う。 

甲の役割 
圏域の職員を対象とした税等に関する研修の実

施に取り組むとともに、取組の調整を図る。  

乙の役割 
圏域の職員を対象とした税等に関する研修に参

加する。 

 




